２００７年１１月２８日

公正取引委員会　　御中

中小企業庁　　　　御中

全国労働組合総連合（全労連）

議　長　　坂　内　　三　夫

全国商工団体連合会（全商連）

会　長　　国　分　　　　稔

11月28日の要請･懇談にあたり

不公正取引､下請代金法違反の実効ある改善

指導､規制強化に係る懇談の内容について
（１）中小企業経営を圧迫する不公正取引の実態について

　①　東京商工団体連合会（東商連）より、現在とりくんでいる「原材料高騰での影響調査」について報告いたします。これまでのところ、クリーニング業、飲食店、靴製造業、個人タクシーなどの業者から、①原材料価格の値上げ率、②価格転嫁の可否、③経営への影響、④政府・自治体への要望などについて報告が寄せられています。

　②　全国商工団体連合会（全商連）より、近く発表する「07下期（9月）営業動向調査」の概要と特徴について説明いたします。とりわけ、建設業の単価・マージンＤＩの落ち込みが顕著になっています。自由記載の「ひとこと」には81名の中小零細業者が窮状や要望を訴えています。
　③　労働組合からは、建設交運一般労働組合（建交労）より、トラック経営者協会がとりくんだ価格高騰や不公正取引問題をめぐるアンケート結果、及び建設業界の建築確認基準をめぐる諸問題について、報告と問題点の指摘を行います。
　④　このほか、金属情報機器、民放、出版、印刷などの産業別代表が、個別企業または業界として不公正取引の問題点を報告します。
　⑤　全労連としては、関連する「主要企業の内部留保調査」の結果について、とくに価格転嫁を認めない（むしろ下請単価を引き下げている）大企業の大儲け、「ひとり勝ち状態」について説明いたします。
（２）不公正な取引方法への賠償金など罰則の強化について

　公正取引委員会はこのほど、前項で指摘するような不公正な取引方法について、課徴金を課すという罰則強化の方針を打ち出しました。私たち全労連、全商連ともに罰則の強化については大賛成ですが、実効性を確保するために、もう一歩踏み込んで、「賠償金」制度（米国並みに被害を受けた下請企業に損害額の３倍返し）の導入を望んでいます。
（３）小規模事業者への配慮と支援について

　年末を控え、中小零細業者のなかには、資金繰りの危機に直面しているところも少なくありません。例年年末に実施される行政指導に加えて、今年は具体的な支援策が切望されています。例えば、長期低利の融資、過去債務の返済にあたり、一時停止や繰り延べなどの具体的な支援策が打ち出せないものでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　（以 上）
